




























No1
○ ● ○ ○人事

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

①

②

③

都営住宅相談・募集事務

指
　
　
　
　
標

28年度 29年度 30年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

元年度 2年度

継続 継続

　東京都の低額所得者向けの住宅施策について協力する事業であるた
め、継続して実施する。

7,920 8,000 8,100

指標に関する説明

募集案内配布部数（部） 8,184 7,970

元年度
見込み

目標値
(8年度)

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 年度 根拠

法令等

政策 08
行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関
する条例

27令和

経過

昭和43年度　日常の相談業務、通常の募集に係る申込用紙の配付及び地元割当ての募集・受付・決定は
          　区の分担と再確認（都区財調：基準財政需用額算定の中で規定）

必要性

　都営住宅は、荒川区内に22団地4,070戸（平成30年3月31日現在、都営住宅団地一覧による）、都内で
は1,560団地、約24万8千戸がストックされ、区民・都民の住宅セーフティネットとして定着しており、
事業の必要性は高い。

実施
方法

1直営

○募集の問い合わせを通年受け付ける。○年４回、募集案内の配布、説明を行う。○東京都から地元割
当があったときは、区が募集事務を行う。

事務事業分析シート（令和元年度）

協働 業務 財務11-03-08

事務事業の種類 新規事業 元年度 30年度

目的

　都営住宅の地元割当や一般の募集時の相談窓口を常設して、区民の住宅セーフティネットを確保す
る。

対象者
等

○都内に在住の住宅に困っている低額所得者（主な入居要件（家族向け）①所得が一定の範囲内である
こと②住宅に困っていること③同居親族がいること（単身者向けは60歳以上であること））

内容

1　入居に関する問い合わせの受付（通年）
2　空き家の募集事務（申込書配付、説明）（年4回、2月上旬、5月上旬、8月上旬、11月上旬）
3　地元割当分の募集事務（募集、申込受付、公開抽選、資格審査、合格通知発送、都への結果報告）

良好で快適な生活環境の形成
施策 02 快適な居住環境の形成

実施基準 計画区分

内線 2824

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（元年度）

部課名
担当者名

防災都市づくり部施設管理課

松本

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-02-01 都営住宅募集事務費

課長名 的場



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

2,446

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0当期収支差額(e)+(h) ▲ 6,151

786

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0

行
政
費
用

給与関係費 5,365 3,518

▲ 599

29年度 30年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

▲ 1,847

行
政
収
入

平成30年度に取り組む
具体的な改善内容

令和元年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　引き続き、地元割当の戸数を確保
できるよう、東京都へ働きかけを続
けていく。

0 0

0

　継続的に地元割当の戸数を確保
できるよう、東京都へ働きかけ
る。

　区の要請により、７年ぶりに地元
割当があった。(募集戸数１戸)

71 71 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成30年度に実施した
改善内容および評価

○毎回、区内の募集に対する応募倍率は高い。
　・令和元年 5月…荒川区66.2倍(募集戸数 5戸に対し申込者数331名)(都全体13.7倍)
　・平成30年11月…荒川区36.0倍(募集戸数21戸に対し申込者数756名)(都全体14.7倍)
○地元割当（平成30年12月）…34倍（募集戸数1戸に対し申込数34名）
　地元割当の住戸数は今後も確保する必要がある。

差額 勘定科目

決算額（元年度は見込み）

2,446
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0

2,446
特別費用(g) 0 0 0特別収入(f)
行政費用合計(b) 6,151

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 6,151

▲ 3,776

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 187

29年度

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

3,776▲ 2,446通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 6,151▲ 3,776

0

▲ 3,776

勘定科目 30年度

71 需用費 印刷製本費 77需用費 印刷製本費 0 需用費 印刷製本費

0

0

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

0 0

28年度

実
績
の
推
移

事項名（元年度は見込み） 25年度 26年度 27年度 28年度
地元割当募集戸数 0 0 0 0 0 1 1

29年度 30年度 元年度

29年度 30年度 元年度

0 71 77
78 75 76 76

予算・決算額等の推移
予算額

0 0
76 82 77

25年度 26年度 27年度


































